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研究成果の概要（和文）：当初，民間企業から提供を受けたネット通販の商品評価に関する大量のデータを分析
し，ネット通販の寡占市場の分析を行う計画であったが，そこでの需要量と価格には明確な相関がないことが明
らかとなった．このため，計画を変更して，ゲーム理論に基づくDV(Direct Vendor)と小売り店舗の寡占市場を
分析するための数理モデルを構築した．提案のモデルに基づき，DVが存在する市場の社会厚生が，店舗型小売の
みの市場のそれよりも大きくなるための条件を明らかにした．この条件は，インターネット環境の整備が進むほ
ど満足されるようになり，社会厚生も大きくなる．この結果は，現在の日本を象徴していると考えられる．

研究成果の概要（英文）：At first, this project aimed to investigate the online shopping market by 
analyzing the huge size of data provided by a Japanese online shopping industry. It was, however, 
found that there is no correlation between the demand and the price.  For this reason, we have 
changed our purpose to analyze the market consisting of the retail stores and DV(Direct Vendor), and
 built a mathematical model from a game theoretical point of view. The proposed model has clarified 
the conditions under which the social welfare becomes larger under the market with both DM and 
retail stores than that under the retail stores only. These conditions are easily satisfied in Japan
 as the internet environment is sufficiently realized. 
 

研究分野： オペレーションズ・リサーチ

キーワード： DV市場　店舗型小売市場　消費者余剰　小売業の余剰　社会厚生
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研究成果の学術的意義や社会的意義
インターネット環境の充実により，オンラインショッピングをはじめとするDV(Direct Vendor)がより頻繁に利
用されるようになってきた．このような状況を背景に，DVと店舗型小売との共存を通して，社会厚生が大きくな
るための条件を明らかにした．DVの本格的参入により，消費者はより便利になる反面，小売り業界全体の余剰は
減少するものの，消費者余剰と小売り業界の利益の合計である社会厚生が大きくなるという条件は，日本では既
に満足されており，今後も進展すると考えられる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

インターネットの普及と，女性の社会進出により，インターネットを利用した通信販売が急速に成長し

てきた．楽天市場やアマゾンがそれに該当する．さらには，イオンがソフトバンク，ヤフーと提携してネ

ット通販に進出してきた．このように，これまで小売店舗での購入を中心としてきた消費者の購買行動の

かなりの割合が，従来のカタログ通販，テレビショッピングなどをも含め通販を利用したオンラインショ

ッピングに切り替わりつつある．以下では通販での購入をオンラインショッピングと総称し，オンライン

ショッピングを前提とした小売を DV(Direct Vendor)と呼ぶこととする．なお，ここではインターネット

を利用するかどうかは議論の対象とはしないこととする． 

 

２．研究の目的 

本研究では，国立情報学研究所を通して楽天㈱より提供された，楽天市場商品評価データをもとに，ネ

ット通販の寡占市場に関する分析を行うことを当初の目的とした．しかし，提供を受けた膨大なデータを

分析したところ，そこでの需要量と価格には明確な相関がないことが明らかとなった．さらに，需要関数

の同定に有効であると考えられる店舗の評価データや，それぞれの店舗の取扱商品数などのキーとなりえ

るデータは提供されなかった．このような問題に直面し，本研究では計画を変更して，ゲーム理論に基づ

くネット通販と小売店舗の寡占市場を分析するための数理モデルを構築することとした．さらに，提案の

数理モデルに基づき，社会厚生が大きくなるための条件を明らかにすることを試みた．なおネット通販に

関して様々な研究がなされている[1-11]ものの，それが社会厚生に与える影響について定量的分析を加えた

研究はほとんど見られない． 

 

３．研究の方法 

（１）記号と仮定 

 ここでは，Balasubramanian[12]が，通信販売業と店舗型小売店との競争を分析するために提案したモ

デルを拡張することで，余剰の観点からの分析を試みる．このような目的のため，まずは後述する３種類

の市場モデルのうち，共通する条件について概観する。 

 市場には消費者と小売企業が存在する．市場は Salop[13]の提案する円環市場であり，円周の長さは 1 と

する．消費者は円周上に一様に分布しており，各消費者は 1 単位の財の需要を持ち，その留保価格は v で

ある．この v は十分に大きいものとする．この仮定により，消費者の購入コストが留保価格を上回らない

状況を想定する．各店舗型小売は同一な財を販売しており，財 1 単位の販売に一定の限界費用 c を要する．

この市場には店舗型小売が均等に分布しており，その数は N である．店舗型小売は財を価格 p で販売して

いる．店舗型小売とは従来型の小売店であり，いわゆるブリックアンドモルタル型の業態として実店舗を

構えて財を販売する企業である．消費者が店舗型小売から財を購入する場合，消費者自身が存在している

地点から店舗型小売まで移動する必要がある．消費者が店舗型小売から財を購入する場合には，単位距離

あたり t の移動費用が発生する．例えば店舗型小売 A から距離 x 離れた位置に存在する消費者が店舗型小

売 A から財を購入する場合，購入コストは tx となる．消費者は各店舗の価格についての情報を保有してお

り，自身の購入コストが最小となる店舗から財を購入する．また，企業の固定費用は無視するものとする．

Balasubramanian [12]が示すように，固定費用を無視しても均衡価格の決定には影響を与えず，従って余

剰の導出にも影響を与えないからである．各パラメータ v，c，N，p，t は正であり N は２以上の自然数で

あるとする．N は企業数を表すため厳密には自然数しかとり得ないが，N の整数問題は無視しても議論の

本質に影響を与えない．なお，政府の税収は考えないものとする．本研究では消費者と販売企業のみの市

場を扱うため，余剰は消費者の余剰，小売の余剰，その合計である社会厚生の３種類とする． 

 

（２）店舗型小売市場 

 店舗型小売のみよりなる市場の場合，均衡においては円周上に等間隔に小売店舗が配置されることとな

ることが容易に示され，均衡価格 および各小売店舗のシェア は次式のようになる． 

                                           

                        (1) 

 

 このとき，消費者余剰と小売のそれとは 

                          

                       (2) 

 

となり，社会厚生は次式で与えられる． 

 

                                (3) 

 

（３）DV 完備市場 

 市場に店舗型小売と DV が共存しており，すべての消費者は，オンラインショッピングを選択肢に入れ
ることができる市場を DV 完備市場と呼ぶこととする．このとき，店舗型小売と DV のシェアは図１に示
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すとおりとなる．図１において，R は店舗型小売りを
表しており，陰影をつけた扇形の円弧の長さがオンラ
インショップのシェア，陰影のない扇形の円弧の長さ
が店舗型小売のシェアを表している． 

 ここで， 消費者 DV を利用する際には，商品が手元

に届くまでの時間（リードタイム）を待つ必要がある

こと，商品を直接手に取ってから購入するかどうか   

の判断を行えないなど，何らかのコストを負担する必                   

要がある．この消費者が負担するコストをq と表すこ 

ととする．このとき，店舗型小売と DV の均衡が存在       図 1 DM 完備市場でのシェア 

するためには       が成立する必要がある．また，店舗型小売の均衡価格及びシェアは 

                      

 (4) 

となり，DV のそれは 

 

                         (5) 

となる．この結果から，消費者および小売の余剰，さらに社会厚生は 

 

 (6) 

 

 

となる． 

 

（４）DV 不完備市場 

ここでは市場に分布する消費者全員が DV を利用可能なのではなく，一定の割合a  のみが DV を利用
できる環境にあるものと仮定し，0 1a である．さらに，DV を利用できる消費者は円環上の一様に分
布しているものとする．これらの仮定は次のような考えに基づいている． 

DV には，カタログ，テレビ，ラヂオ，新聞広告を媒体とする通販もあれば，楽天やアマゾンのようにイ
ンターネットを前提としたものも存在する．近年急速に発展してきたインターネットを前提とした通販を
利用するために，インターネットを利用する環境や PC やスマホを使いこなす技術が必要であり，これら
は現時点では完備されているとは言えない．このため，0 1a とした．ただし，aの値はいずれ１に近
づくと考えられる．このとき，DV 不完備市場において店舗型小売と DV の均衡が存在するための条件は 

 

 

 

   (7) 

 

である．DV を利用する際に消費者が負担するコストであるq が式(7)の下限未満の値をとる場合，店舗型
小売がaの消費者を無視し 1 a の消費者だけを対象として価格を決定するようになってしまう． 

また，Balasubramanian[12]が指摘しているようにq が式(7)の上限値を超えると DV の利潤が負とな
り DV は市場から退出してしまう． 

以上のような仮定の下，店舗型小売の均衡価格およびシェアは次のようになる． 

     

(8) 

 

これに対して，DV の均衡価格およびシェアは次のとおりである． 

(9) 

 

である．このとき，消費者，小売の余剰はそれぞれ次の式(10)，(11)で与えられる． 
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(10)           

 

 

 

(11)            

 

さらに，社会厚生は 

 

 

(12)                                            

 

となる． 

 以上，店舗型小売市場，DV 完備市場，DV 不完備市場それぞれにおける均衡を示した．以下では，店
舗型小売市場 DV 完備市場，店舗型小売市場と DV 不完備市場の消費者余剰，小売の余剰さらには社会厚
生を比較する． 

 

４．研究成果 

（１）店舗型小売市場 vs DV完備市場    

店舗型小売市場と DV 完備市場を比較すると次のことが言える． 

なる条件の下では次の大小関係が成立する． 

 

(13) 

つまり， DV 完備市場においては，消費者余剰は店舗型小売市場のそれよりも大きくなるが，小売の余剰
はその逆である． 

 一方，社会厚生については次のような大小関係が成立する． 

 

(14) 

 

これは，DV を利用する際に消費者が負担するコストがある程度小さければ，DV が市場に参入すること
で社会厚生が大きくなることを意味している． 

 

（２）店舗型小売市場 vs DV不完備市場    

店舗型小売市場と DV 不完備市場を比較した結果は次のようになる． 

式(7)の条件の下では，均衡が存在する領域において 

       

 (15)                                     

 

が成立し， DV 環境が整備されるほど，DV 不完備市場における消費者余剰と小売市場のそれとの差が大
きくなることを意味している．これはaの値が大きくなるほど，より多くの消費者にとっての選択肢が増
えるためである． 

小売業の余剰については全く正反対のことが言え，式(7)の条件の下では 

 

                                         (16) 

 

が成り立ち，DV 環境が整備されるほど，DV 不完備市場における消費者余剰と小売市場のそれとの差が
小さくなる． 

 これに対して，社会厚生については，式(7)の最右辺の条件をより厳しくした 

 

 

      

            (17) 

 

 

 

 

が成立すれば，DV の参入によって社会厚生が大きくなる．しかし，式(17)が成立しなければ，DV の参入
が社会厚生を大きくすることはない． 

 なお，式(17)より 
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も導出される．aは DV を利用する環境が充実すればするほど大きくなることから，環境の充実度とも解
釈することができ，インターネット環境の充実もaの値を大きくする要因である．しかし，式(17)で要求
されているaの値の下限は決して大きくはなく，現在の日本では式(17)の条件は既に満足されていると考
えられる． 

 

（３）社会厚生が大きくなるための条件     

式(17)が成り立つためには( , )a q が図２の陰影部分に存在しなければならない．DV の参入によって社
会厚生が大きくなるためには，消費者が DV を利用する際に負担するコストq をある程度小さくすること
が不可欠であり，その閾値を提示していることが理解できる．さらに，その閾値は小売店舗の数N ，移
動費用t ，DV 利用環境の充実度aに依存して決まることも分かる． 

 DV への参入企業が増えることは，品揃えが充実することを意味しており，インターネットを利用すれ
ば容易に商品を検索できることから，q は小さくなると考えられる．さらにインターネットを用いた商品
検索は時間的，空間的制約を受けないため，この意味でもq を小さくする効果がある．また，近年見られ
る DV による送料の負担も同様に，q を小さくすることは言うまでもない． 

 これらのことから，オンラインショッピングが充実してきた今日，従来の店舗型小売業にとっては厳し
い環境となりつつあるものの，社会厚生は確実に大きくなってきていると考えられる． 

 

 

図２ 社会厚生が大きくなる領 

 

上に展開した考察以外にも，移動費用t や小売店舗数N の及ぼす影響についても同様な議論が可能で
あるが，指数の関係上割愛する． 
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